
　様式第1号

  〒310-8555　水戸市笠原町978-6

茨城県企画部統計課企画分析グループ

  ＴＥＬ：029-301-2642（直通）

◆調査対象期間は，平成２５年１月１日～平成２５年１２月３１日の１年間です。 提出期限

（この期間で記入が困難な場合は，この期間に最も近い決算期等で記入しても差し支えありません。） 提出部数

◆調査票に記入する金額には，可能な限り消費税を含まず（税抜きで）記入してください。

◆別紙「記入の手引き」を良くお読みいただき御記入をお願いします。

人 ＦＡＸ番号

＊調査対象期間の末日現在の人数　

（単位：万円）
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

Ｅ Ｆ Ｇ

5 5 5 0 0 万円 5 0 0 0 0 万円 5 0 0 0 万円 5 0 0 万円

3 3 3 0 0 万円 3 0 0 0 0 万円 3 0 0 0 万円 3 0 0 万円

1 5 3 0 万円 1 0 0 0 万円 5 0 0 万円 3 0 万円

3 0 0 万円 1 0 0 万円 1 0 0 万円 1 0 0 万円

2 3 7 0 万円 2 0 0 0 万円 3 0 0 万円 7 0 万円

9 3 0 0 0 万円 8 3 1 0 0 万円 8 9 0 0 万円 1 0 0 0 万円

備考欄

から

まで
※原則としてこちらです。

御協力ありがとうございました。この調査の記載内容（申告者の秘密）は，茨城県統計条例に基づき，固く守られます。
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事 業 所 名 称
本
票
作
成
担
当
者

所属部課名

事業所の所在地 職 ・ 氏名

事業所の従業者数

消費税を

ニュース供給業

Ｌ－７２６
 Ｇ－３９２

Ｇ－４０１

Ｇ－４１６

インターネット附随サービス
業

映像・音声・文字情報制
作に附帯するサービス業

デザイン業
デザイン業

 情報処理・提供サービス業

－

含んでいる 含んでいない
平成　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日 消費税を 規模

区分

－

概数でも差し支えありませんので必ず記入してください。
調査票に記入した決算期等の期間

平成　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

合　　　計

事業所
番号

年 間 売 上 額 の 税 別 
（該当する方に○をつけてください）

そ　　の　　他

県内での年間売上額 県外への年間売上額

Ｇ－３９1

年間売上額事業コード 事　　　業　　　内　　　容事　　業　　名

ソフトウェア業

電 話 番 号

電子メールアドレス

【茨 城 県 サ ー ビ ス 業 調 査 票 】

受託開発ソフトウェア業

ポータルサイト・サーバ運営業

国外への年間売上額

1　　　部　

提 出  ・ 照 会 先

平成 ２６年 ９月 ３０日 （火）

Ｅ＋Ｆ＋Ｇ

秘

「年間売上額（Ｄ）」

貴事業所の年間売上額のうち，
調査対象事業ごとの年間売上額
を記入して下さい。

「県内での年間売上額（Ｅ）」
「県外への 〃 （Ｆ）」
「国外への 〃 （Ｇ）」

年間売上額（Ｄ）の内訳を記入
して下さい。

内訳を正確に把握していない
場合も，概数でかまいませんので
必ず記入して下さい。

「年間売上額（Ｄ）」
～「国外への年間売上額（Ｇ）」

可能な限り，消費税を抜いた
金額で記入してください。

※ 税抜きの金額が把握できない
場合は，税込金額を記入して
いただいても結構ですが，必ず
「年間売上額の税別」欄で
「消費税を含んでいる」の方に
○を付けて下さい。

「調査票に記入した決算期等の期間」

年間売上額の根拠となった期間を記入して下さい。
可能な限り，平成２５年（1/1～12/31）の1年間について記入して

下さい。
但し，この期間での売上額把握が困難な場合は，最も近い決算

期等で記入して下さい。

「事業コード（Ａ）・事業名（Ｂ）」

「平成24年経済センサス－活動調査」
のデータを元に印字してあります。誤りが
ないか確認してください。

〈ケース１〉
・印字済みの事業を現在は
行っていない場合

→ 印字部分に取り消し線を
引いて訂正して下さい。

〈ケース２〉
・印字済みの事業以外の
事業も行っている場合

→ （付表）「茨城県サービス業
調査対象事業所表」より，
該当する事業名と事業コードを
探し，空欄に記入して下さい。

〈ケース３〉

・貴社で行っている事業が５つ以上

ある場合

→ 年間売上額が大きい順に上位

４事業まで記入し，残りの事業に

ついては「その他」としてまとめて

記入して下さい。

※ 「事業コード（Ａ）」欄，「事業名（Ｂ）」欄
及び「事業内容（Ｃ）」欄の特定は，（付表）
「茨城県サービス業調査対象事業所表」
の「事業例示」をご参考にして下さい。

また，事業名の特定が困難な場合には，
別紙「茨城県サービス業調査 事業所の
例示」もご覧ください。

ケース１

ケース２

ケース３

「提出部数」

調査票は２枚送付してあります
が，提出するのは１枚だけです。

もう１枚は事業所控えとして，お
手元にお持ち下さい。

※ 後日，提出していただいた
調査票の記載内容について，
照会することがありますので，
必ず控えをお取り下さい。

【茨城県サービス業調査票】
― 記 入 例 ―

「備考欄」

付記する事項がある場合，御記入
下さい。

※調査対象年の途中で，貴事業所
の社名変更や廃止等があった場合
も，こちらに付記して下さい。

ケース２


